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 環境省は平成１６年９月１０日までに１５年度の大気汚染測定結果をまとめ公表しました。  

 日本では大気汚染防止法に基づき、１５年度末現在で全国２，１０１の測定局（一般環境大気測定局１，６

０６局、自動車排出ガス測定局４４１局）で大気汚染の常時監視が行われています。今回の結果は、一酸

化炭素（ＣＯ）について全測定局で環境基準を達成したほか、二酸化窒素（ＮＯ２）の環境基準達成率

（一般局９９．９％、自排局８５．７％）、二酸化硫黄（ＳＯ２）の環境基準達成率（一般局で９９．７％、一般局で

１００％）もそれぞれ高いという結果でした。 

 また１４年度は一般局５２．６％、自排局３４．３％と低かった浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の環境基準達成率

は、一般局で９２．８％、自排局７７．２％と大幅に改善しました。ＳＰＭ濃度の年平均値は１４年に比べ微減

（一般局１４年０．０２７ｍｇ／ｍ３→１５年０．０２６ｍｇ／ｍ３、自排局１４年０．０３５ｍｇ／ｍ３→１５年０．０３３ｍｇ／ｍ

３）ですが、環境基準を超える日が２日以上連続することによって非達成となった測定局が減少したこ

とが影響しました。 

 一方、光化学オキシダント（Ｏｘ）の環境基準達成率は一般局と自排局をあわせて０．３％と依然とし

て低迷しています。 

 なおこれらの結果を踏まえ、環境省は工場・事業場、自動車排出ガス対策、低公害車の普及をさらに

強力に推進し、大気環境の改善を図っていくとしています。 
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